
1  

入札公告 

次のとおり一般競争入札に付します。 

本事業は、総合評価落札方式である。 

また、本事業は賃上げを実施する企業に対して

総合評価における加点を行う事業である。 

令和８年８月21日 

支出負担行為担当官 

関東地方整備局長  西澤 賢太郎 

◎調達機関番号 02 0 ◎所在地番号 11  

１ 事業概要 

(1 )品目分類番号 41、42 

(2 )事業名 相武国道事務所管内道路照明施設整

備等ＰＦＩ事業 

(3 )事業の対象となる公共施設等の種類 

道路附属物（道路照明） 

(4 )事業場所 

① 所在地 

ア 八王子国道出張所管内 

a 国道16号（管理延長42.5 k m） 

自）東京都町田市鶴間地先 
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至）東京都西多摩郡瑞穂町二本木地

先 

b 国道16号八王子バイパス （管理延

長10. 4k m） 

自）神奈川県相模原市緑区橋本地先 

至）東京都八王子市左入町地先 

イ 20号日野保全室管内 

a 国道20号（管理延長51.2 k m） 

自）東京都世田谷区給田地先 

至）神奈川県相模原市緑区小渕地先 

b 国道20号八王子南バイパス （管理

延長2.6k m） 

自）東京都八王子市館町地先 

至）東京都八王子市南浅川町地先 

② 事業対象 一般国道16号、一般国道20号 

(5 )事業概要 

本事業は、平成28年５月13日閣議決定さ

れた『地球温暖化対策計画』における政府

目標である『ＬＥＤ等高効率照明が、2030

年（令和12年）までにストックで100 %普及
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の実現』に向けて、関東地方整備局相武国

道事務所管内の道路照明の設備維持を行う

とともに、未ＬＥＤ道路照明をＬＥＤ道路

照明に更新し、事業期間中引き続き設備維

持を行うものであり、民間の資金、経営能

力及び技術的能力を活用することで、効率

的かつ効果的な事業実施を図ることを目的

として行うものである。 

相武国道事務所管内道路照明施設整備等

ＰＦＩ事業（以下「本事業」という。）は、

民間資金等の活用による公共施設等の整備

等の促進に関する法律（平成 11 年法律第

117号。以下「ＰＦＩ法」という。）第７

条に基づき、特定事業として選定された事

業として、選定事業者が設立した特別目的

会社（会社法（平成17年法律第86号）に定

めら れる 株式 会社 （以 下「 ＳＰ Ｃ」 とい

う。））又は選定事業者（以下「事業者」

と い う 。 ） が 、 Ｏ （ Oper at e ） ＋ Ｂ Ｔ Ｏ

（ Bui ld -T r an sf e r- Op er a te ） 方 式 に よ
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り、設備更新業務、工事監理業務並びに設

備維持業務を実施するものである。 

(6 )事業期間 事業契約締結の翌日から令和24年

３月31日まで。 

２ 応募者の競争参加資格 

(1 )応募者の構成 

①   応募者は、１(5)に掲げる業務及び１

(5)に掲げる業務以外（事業マネジメ

ント業務）を実施することを予定する

単独企業（以下「応募企業」という。）

又は複数の企業によって構成されるグ

ル ー プ （ 以 下 「 応 募 グ ル ー プ 」 と い

う。）であること。 

② 応募グループで参加する場合は、構成さ

れる企業（以下「構成員」という。）の

中から代表となる企業（以下「代表企業」

という。）を定め、当該代表企業が応募

手続きを行うこと。構成員のうち、代表

企業以外の企業を構成企業又は協力企業

という。 
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応募企業で参加する場合は、その企業

を代表企業とする。（以下、代表企業に

は応募企業を含む。） 

③ 応募企業又は応募グループは、事業契約

締結までに本事業を行うためのＳＰＣを

会社法（平成17年法律第86号）に基づく

株式会社として設立することを基本とす

る。 

④ 代表企業は、下記アからウまでの要件を

全て満たすこと。なお、応募企業又は応

募グループの全ての構成員が下記アから

ウまでの要件を満たす場合はＳＰＣを設

立しなくてもよい。この要件を満たしＳ

ＰＣを設立しない場合、応募グループの

うちで代表企業以外の者は構成企業とす

る。 

ア 直近期が債務超過でないこと。 

イ 経常損益が直近３期連続で赤字でない

こと。 

ウ ３期以上の決算を迎えていること。 



6  

ＳＰＣを設立する場合、応募グループ

の構成員は以下の定義により分類される。 

a 代表企業：ＳＰＣから直接業務の受

託・請負をし、かつＳＰＣに出資す

る企業のうち、構成員を代表し入札

手続きを行う者 

b 構成企業：ＳＰＣから直接業務の受

託・請負をし、かつＳＰＣに出資す

る企業 

c 協力企業：ＳＰＣから直接業務の受

託・請負をし、かつＳＰＣには出資

しない企業 

ＳＰＣを設立しない場合、応募グルー

プの構成員は以下の定義により分類され

る。 

a 代表企業：構成員を代表し入札手続

きを行う者 

b 構成企業：代表企業以外の構成員 

ただし、ＳＰＣを設立しない応募グル

ープが契約締結までに共同企業体を結成
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する場合は、協定書を締結するものとす

る。協定書の詳細は入札説明書による。 

⑤ 入札参加表明書の提出時には構成員全て

を明記し、代表企業、構成企業、協力企

業の別を記載すること。 

⑥ 上記③ＳＰＣの設立において、ＳＰＣへ

の出資については、次のアからウまでの

要件を満たすこと。 

ア 代表企業及び構成企業は、ＳＰＣの株

主総会における全議決権の２分の１を

超える議決権を保有すること。 

イ 代表企業の議決権保有割合が株主中唯

一最大となること。 

ウ ＳＰＣの株主は、原則として本事業の

事業契約が終了するまでＳＰＣの株式

を保有することとし、関東地方整備局

の事前の書面による承諾がある場合を

除き、譲渡、担保権等の設定その他一

切の処分を行ってはならないこと。 

⑦ 応募に当たり、代表企業、構成企業又
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は協力企業それぞれが、１(5)に掲げ

る 業 務 及 び １ (5) に 掲 げ る 業 務 以 外

（事業マネジメント業務）のうち、い

ずれかを実施するか明らかにすること。 

⑧ 代表企業、構成企業又は協力企業の変

更は認めない。ただし、第二次審査提

出書類の提出期限までに代表企業、構

成企業又は協力企業を変更せざるを得

ない事情が生じた場合は、関東地方整

備局と協議するものとし、関東地方整

備局が変更を認めた場合はこの限りで

はない。 

⑨ 代表企業、構成企業又は協力企業のい

ずれかが、他の応募グループの代表企

業、構成企業又は協力企業でないこと。 

⑩ 代表企業、構成企業又は協力企業のい

ずれかと資本関係又は人的関係におい

て関連のある者が、他の応募グループ

の代表企業、構成企業又は協力企業で

ないこと。 
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⑪詳細は入札説明書による。 

(2 )応募者共通の参加資格要件 

代表企業及び構成企業並びに協力企業は、

次の①から⑧までの要件を満たさなければ

ならない。 

① 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第

165号）第70条及び第71条の規定に該当

しない者であること。 

② ＰＦＩ法第９条の規定に該当しない者で

あること。 

③ 会社更生法（平成14年法律第154号）に

基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成11年法律第

225号）に基づき再生手続開始の申立て

がなされている者でないこと。（会社更

生法に基づき更生手続開始の申立てがな

されている者又は民事再生法に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者に

ついては、手続開始の決定後、関東地方

整備局長（以下「局長」という｡ )が別に
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定める手続に基づく一般競争（指名競争）

参加資格の再認定を受けていること。） 

④ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営

を支配する建設業者又はこれに準ずるも

のとして、国土交通省発注工事等からの

排除要請があり、当該状態が継続してい

る者でないこと。 

⑤ 第一次審査提出書類の提出期限の日から

開札の日までの期間に、局長から「工事

請負契約に係る指名停止等の措置要領」

（昭和59年３月29日付け建設省厚第91号）

「地方支分部局所掌の建設コンサルタン

ト業務等請負契約に係る指名停止等の取

扱いについて」（平成10年８月５日付け

建設省厚契発第33号）及び「国土交通省

所管の物品等調達契約に係る指名停止等

の取扱いについて」（平成14年10月29日

付け国官会第156 2号）に基づく指名停止

を受けていないこと。 

⑥ 本事業に係るアドバイザー業務に携わっ
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た者と資本関係又は人的関係において関

連のある者でないこと。 

⑦ 有識者委員会の委員が属する組織又はそ

の組織と資本関係又は人的関係において

関連のある者でないこと。 

⑧ 上記⑥及び⑦において、「資本関係又は

人的関係において関連のある者」の詳細

は入札説明書による。 

(3 )設備更新企業の参加資格要件 

代表企業、構成企業又は協力企業のうち、

１(5)に掲げる設備更新業務を実施する者

は、次の①から③までの要件を満たさなけ

ればならない。また、設備更新業務のうち

ＬＥＤ道路照明灯具の調達のみを実施する

者はこの限りでなく、次の④の要件を満た

せば良いものとする。ただし、設備更新業

務に係る新設ＬＥＤ道路照明の所有権移転

については、代表企業、構成企業又は協力

企業が実施するものとする。 

① 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）
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における令和７・８年度「電気設備工事」

の一般競争（指名競争）参加資格の認定

を受けていること（会社更生法に基づき

更生手続開始の申立てがなされている者

又は民事再生法に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者については、手

続開始の決定後、局長が別に定める手続

に基づく一般競争（指名競争）参加資格

の再認定を受けていること。）。 

② 平成23年４月１日以降に元請けとして

完成・引渡しが完了した下記ア、イに掲

げる工事の施工実績を有すること（共同

企業体の構成員としての実績は、出資比

率20%以上の場合のものに限る。（ただ

し、異工種建設工事共同企業体について

は適用しない。））。 

ア 夜間工事において道路照明灯（現道上

に設置された連続照明、局部照明をい

う）を設置した工事又は灯具を交換し

た工事であること。 
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イ 供用中の道路を規制（路面覆工、切り

回し、車線減少、片側交互通行、通行

止め、のいずれかを指す）して行った

工事であること。 

上記ア、イは同一工事であること。 

ただし、申請できる同種工事の施工実

績は１件のみとし、これを超える件数の

施工実績を申請した場合は、申請された

全ての工事を実績として認めない。 

なお、当該実績が国土交通省が発注し

た工事のうち入札説明書に示すものに係

る実績である場合にあっては、評定点合

計が入札説明書に示す点数未満であるも

のを除く。 

③現地での施工期間について、次に掲げる

基準を満たす主任（監理）技術者を本事

業に専任で配置できること。また、設備

更新業務は事業者が工事の始期と終期を

設定することができる工事であり、契約

締結の翌日から工事の始期までの間は、
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主任（監理）技術者の配置を要しない。

なお、複数の技術者を申請する場合は、

申請する全ての者について次に掲げる基

準を満たしていること。 

ア 配置予定の主任（監理）技術者の資格

等 

主任技術者は、１級電気工事施工管

理技士、２級電気工事施工管理技士又

はこれと同等以上の資格を有する者で

あること。 

監理技術者にあっては、１級電気工

事施工管理技士又はこれと同等以上の

資格を有する者であること。 

詳細は入札説明書による 

イ  配置予定の主任（監理）技術者の工

事経験 

１人の者が、過去に元請けとして完

成・引渡しが完了した上記（３）②ア、

イに掲げる工事の経験を有するもので

あること（共同企業体の構成員として
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の経験は、出資比率が20%以上の場合

のものに限る。（ただし、異工種建設

工 事 共 同 企 業 体 に つ い て は 適 用 し な

い。））。 

上記ア、イは同一工事でなくてもよ

い。 

なお、当該工事経験が平成８年４月

１日以降に完成・引渡しが完了した国

土交通省が発注した工事のうち入札説

明書に示すものに係る経験である場合

にあっては、評定点合計が入札説明書

に示す点数未満のものを除く。 

ウ  監理技術者にあっては、電気工事業

（略語：電）に関する監理技術者資格

者証を有し、監理技術者講習を修了し

ている者。 

エ  配置予定の主任（監理）技術者にあ

っては直接的かつ恒常的な雇用関係が

あること。詳細は入札説明書による。 

④ 設備更新業務のうちＬＥＤ道路照明灯具
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の 調 達 の み を 実 施 す る 者 は 、 令 和 ７ ・

８・９年度国土交通省競争参加資格（全

省庁統一資格）「物品の販売」の関東・

甲信越地域の競争参加資格を有する者で

あること。 

なお、競争参加資格を有しない入札者

は、速やかに資格審査申請を行う必要が

ある。競争参加資格に関する問い合わせ

先は、入札説明書による。 

(4 )工事監理企業の参加資格要件 

代表企業、構成企業又は協力企業のうち、

１(5)に掲げる工事監理業務を実施する者

（以下「工事監理企業」という。）は、次

の①から③までの要件を満たさなければな

らない。 

① 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）

における令和７・８年度土木関係建設コ

ンサルタント業務に係る一般競争（指名

競争）参加資格の認定を受けていること

（会社更生法に基づき更生手続開始の申
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立てがなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申立てがなされて

いる者については、手続開始の決定後、

局長が別に定める手続に基づく一般競争

（指名競争）参加資格の再認定を受けて

いること。）。 

② 平成23年度以降に完了した以下に示す

業務において、１件以上の実績を有する

こと。 

業務：国、特殊法人等、地方公共団体、

地方公社、公益法人又は大規模な

土木工事を行う公益民間企業が発

注した発注者支援業務、公物管理

補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業

技術アドバイザリー業務、土木設

計業務、調査検討・計画策定業務、

管理施設調査・運用・点検業務 

なお、実績として挙げた業務が地方整

備局委託業務等成績評定要領に基づく業

務成績が60点未満（本事業公告時におい
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て未完了の業務成績は含まない）の場合

は実績として認めない。 

③ 次に掲げる基準を満たす管理技術者を配

置できること。 

ア 管理技術者は、次に掲げるいずれかの

資格を有すること。 

a 技術士（電気電子部門、建設部門又

は 総 合 技 術 監 理 部 門 （ 選 択 科 目を

「電気電子」又は「建設」とするも

のに限る））の資格を有する者 

b １級土木施工管理技士、１級電気工

事施工管理技士又は１級電気通信工

事施工管理技士 

c 土木学会特別上級土木技術者、土木

学会上級土木技術者又は土木学会１

級土木技術者  

d (一社)全日本建設技術協会による公

共工事品質確保技術者(Ⅰ)、公共工

事品質確保技術者(Ⅱ) 

e ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力
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を有する者（技術士部門と同様の電

気電子部門又は建設部門に限る。） 

イ 次のa又はbの実績（平成23年度以降公

告日までに完了した業務）を有する者。 

a 国、特殊法人等、地方公共団体、地

方公社、公益法人又は大規模な土木

工事を行う公益民間企業が発注した

土木工事、電気設備工事又は電気通

信設備工事のいずれかに関する発注

者支援業務（類する業務を含む。）、

公物管理補助業務（類する業務を含

む。） 

b 国、特殊法人等、地方公共団体、地

方公社、公益法人又は大規模な電気

設備工事又は電気通信設備工事を行

う公益民間企業が発注したＣＭ業務、

ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、

土木設計、電気設備設計又は電気通

信 設 備 設 計 の い ず れ か に お け る概

略･予備･詳細設計業務、土木工事、
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電気設備工事又は電気通信設備工事

のいずれかにおける監理技術者又は

主任技術者の業務 

また、上記の期間に、育児休業等を

取得していた場合及び事業促進PPPに

従事していた場合は、その期間と同等

の期間を評価期間に加えることができ

る。 

詳細は入札説明書による。 

ウ なお、実績として挙げた業務が地方整

備局委託業務等成績評定要領に基づく

業務成績が60点未満（本事業公告時に

おいて未完了の業務成績は含まない。）

の場合は実績として認めない。 

エ 配置予定管理技術者は、本業務の履行

期間中（契約日から業務完了まで）に、

工事監理企業と直接的雇用関係がなけ

ればならない。 

第一次審査提出書類の提出期限まで

に工事監理企業と配置予定管理技術者
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の間において直接的雇用関係が成立し

ていない場合は、契約締結日までに直

接的雇用関係が成立する旨の誓約書を

提出するものとする。 

上記②及び③において「特殊法人等、地

方公共団体、地方公社、公益法人又は大規

模な土木工事を行う公益民間企業が発注し

た」各種業務及び「特殊法人等、 

地方公共団体、地方公社、公益法人又は

大規模な電気設備工事又は電気通信設備工

事を行う公益民間企業が発注した」各種業

務の詳細並びに上記③において「ＲＣＣＭ

と同等の能力を有する者」の詳細、外国資

格を有する技術者についての詳細は入札説

明書による。 

(5 )設備維持企業の参加資格要件 

代表企業、構成企業又は協力企業のうち、

１(5)に掲げる設備維持業務を実施する者

（以下「設備維持企業」という。）は、次

の①から③までの要件を満たさなければな
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らない。 

① 関東地方整備局（港湾空港関係を除く）

における令和７・８年度「維持修繕工事」

の一般競争（指名競争）参加資格の認定

を受けていること（会社更生法に基づき

更生手続開始の申立てがなされている者

又は民事再生法に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者については、手

続開始の決定後、局長が別に定める手続

に基づく一般競争（指名競争）参加資格

の再認定を受けていること。）。 

なお、経常建設共同企業体や地域維持

型建設共同企業体が、設備維持企業とし

て本事業の入札に参加することは認めな

い。 

② 平成23年４月１日以降に元請けとして

完成・引渡しが完了した下記ア、イに掲

げる工事の施工実績を有すること（共同

企業体の構成員としての実績は、出資比

率20%以上の場合のものに限る。（ただ
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し、異工種建設工事共同企業体について

は適用しない。））。 

ア 夜間工事において道路照明施設又はト

ンネル照明施設の維持又は設置した工

事であること。 

イ 供用中の道路を規制（路面覆工、切り

回し、車線減少、片側交互通行、通行

止め、のいずれかを指す）して行った

工事であること。 

上記ア、イは同一工事であること。 

ただし、申請できる同種工事の施工実

績は１件のみとし、これを超える件数の

施工実績を申請した場合は、申請された

全ての工事を実績として認めない。 

なお、当該実績が国土交通省が発注し

た工事のうち入札説明書に示すものに係

る実績である場合にあっては、評定点合

計が入札説明書に示す点数未満のものを

除く。 

③ 次のアからオまでの基準を満たす配置予



24  

定の主任（監理）技術者を専任で配置で

きること。 

複数の技術者を申請する場合は、申請

する全ての者について次に掲げる基準を

満たしていること。 

ア 配置予定の主任（監理）技術者の資

格等 

主任技術者は、１級電気工事施工管

理技士、２級電気工事施工管理技士又

はこれと同等以上の資格を有する者で

あること。 

監理技術者にあっては、１級電気工

事施工管理技士又はこれと同等以上の

資格を有する者であること。 

詳細は入札説明書による 

イ 配置予定の主任（監理）技術者の工事

経験 

１人の者が、過去に元請けとして完

成・引渡しが完了した上記（５）②ア、

イに掲げる工事の経験を有するもので
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あること（共同企業体の構成員として

の経験は、出資比率が20%以上の場合

のものに限る。（ただし、異工種建設

工 事 共 同 企 業 体 に つ い て は 適 用 し な

い。））。 

上記ア、イは同一工事でなくてもよ

い。 

なお、当該工事経験が平成８年４月

１日以降に完成・引渡しが完了した国

土交通省が発注した工事のうち入札説

明書に示すものに係る経験である場合

にあっては、評定点合計が入札説明書

に示す点数未満のものを除く。 

ウ  監理技術者にあっては、電気工事業

（略語：電）に関する監理技術者資格

者証を有し、監理技術者講習を修了し

ている者。 

エ 配置予定の主任（監理）技術者にあっ

ては直接的かつ恒常的な雇用関係があ

ること。詳細は入札説明書による。 
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オ 設備維持業務の主任技術者又は監理技

術者は、事業者が提出した申請書に記

述した配置予定の技術者でなければな

らない。詳細は入札説明書による。 

 

(6 )その他企業の参加資格要件 

代表企業、構成企業又は協力企業のうち、

１(5)に掲げる業務以外（事業マネジメン

ト業務）を実施する企業は、２(2)応募者

共通の要件を満たさなければならない。 

 

３ 総合評価に関する事項 

(1 )入札参加者は入札書及び事業計画書をもっ

て入札し、入札価格が予定価格の範囲内で

ある者のうち、内容点と価格点を合計した

数値（以下「総合評価値」という。）の最

も高い者を落札者とする。 

(2 )入札参加者からの事業提案を事業者選定基

準に基づき審査する。ただし、事業提案に

要求範囲外の提案が記載されていた場合、
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その部分は採点対象としない。 

① 事業提案のうち関東地方整備局が特に重

視する項目（内容点項目）について、事

業提案がより優れていると認められるも

の は 、 そ の 程 度 に 応 じ て 得 点 （ 最 高 点

722. 5点）を付与する。 

② 事業提案資料に不備がある提案、及び要

求水準を充足しない評価項目がある提案

を不採用とする。 

③ 「賃上げの実施に関する評価」について

は、予定価格の制限の範囲内の入札参加

者のうち、賃上げの実施を表明し、評価

基準を満たした企業等に対し、22点の内

容点を与える。なお、賃上げの実施を表

明しない場合、又は表明内容が評価基準

を満たしていない場合は０点とする。 

④ ワーク・ライフ・バランス等推進の実施

に関する評価として0.5点を付与する。 

⑤ ①から④の評価基準の詳細は入札説明

書による。 
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⑥ 入札価格が最低である者を第１位とし、

価格点の満点である300点を付与する。

その他の入札参加者の価格点は、第１位

の入札価格（最低入札価格）と当該入札

参加者の入札価格（当該入札価格）との

比率により算出する。 

⑦ 上記(1)において、総合評価値の最も高

い者が２者以上あるときは、当該者にく

じを引かせて落札者を決定する。 

詳細については、入札説明書による。 

４ 入札手続等 

(1 )担当部局：関東地方整備局 総務部 契約課 

工事契約調整係 電話（048）601－3151  

内線2525  電子メールktr- d en sh i-

ba it ai @ ml i t .g o . jp  

 

(2 )入札説明書等の交付期間及び方法 

 入札説明書を電子入札システムにより交

付する。ただし、やむを得ない事由によ

り、上記交付方法による入手ができない
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入札参加希望者に対しては、電子メール

により電子データを交付するので、上記

(1)に電子メールにて依頼を行うこと。

交付期間は令和８年８月21日から令和８

年12月３日までの土曜日、日曜日及び祝

日等（行政機関の休日に関する法律（昭

和63年法律第91号）第１条第１項に規定

する行政機関の休日（以下「休日」とい

う。））を除く毎日、９時00分から17時

00分まで。ただし最終日は、９時00分か

ら12時00分までとする。 

(3 )第一次審査提出書類の提出期間及び方法 

提出期間は、令和８年８月21日から令和

８年９月18日までの休日を除く毎日、９時

00分から17時 00分まで（最終日は15時 00

分まで）電子入札システムにより提出を行

うこと。詳細は入札説明書による。 

(4 )入札書及び第二次審査提出書類の提出期

間、場所及び方法 

提出期間は、令和８年11月９日から令和
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８年12月４日の休日を除く毎日、９時15分

から18時00分まで（提出締切最終日は12時

00分まで）に関東地方整備局総務部契約課

契約第一係へ郵送又は託送（書留郵便等、

記録の残るものに限る。）もしくは持参す

ること。電子メールによるものは受け付け

ない。 

(5 )開札の日時及び場所 

開札は令和９年１月21日11時00分。 

関東地方整備局総務部契約課にて行う。 

５ その他 

(1 )契約の手続きにおいて使用する言語及び通

貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(2 )入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金 免除する。 

② 契約保証金 納付する。 

契約保証金の金額、保証金額又は保険

金額は、本施設の設備更新費及び設備

維 持 費 （ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 を 含

む。）に相当する合計額の10分の１以



31  

上とし、契約保証金に代わる担保の提

供その他契約保証の方法等の詳細につ

いては、入札説明書による。 

(3 )入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者の

した入札、申請書又は資料に虚偽の記載を

した者のした入札及び入札に関する条件に

違反した入札は無効とする。 

(4 )落札者の決定方法 

上記３(1)に定めるところに従い、総合

評価値の最も高い者を落札者とする。 

(5 )手続における交渉の有無 無。 

(6 )契約書作成の要否 要。 

(7 )当該事業に直接関連する他の事業の請負契

約を当該事業の請負契約の相手方との随意

契約により締結する予定の有無 無。 

(8 )第二次審査提出書類のヒアリングを行う。 

(9 )関連情報を入手するための照会窓口 上記 

４(1)に同じ。 

(1 0)一般競争（指名競争）参加資格の認定を受
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けていない者の参加 

上記２(3)①、(4)①、(5)①に掲げる一

般競争（指名競争）参加資格の認定を受け

ていない者も上記４(3)により第一次審査

提出書類を提出することができるが、競争

に参加するためには、開札の時において、

当該一般競争（指名競争）参加資格の認定

を受け、かつ、競争参加資格の確認を受け

ていなければならない。 

(1 1)本事業は資料提出等を電子入札システムで

行う対象事業である。ただし、電子入札シ

ステムによりがたいものは、発注者の承諾

を得て紙入札方式に代えるものとする。ま

た、電子入札システム等によらない手続き

については入札説明書による。 

(1 2)詳細は入札説明書による。 

６ Su mm a ry  

(1 ) Ad mi ni s tr at or s  of  p ub l ic  

fa ci li t ie s  : K e nt ar ou N is hi za w a , 

Di re ct o r- Ge ne r a l of  K a nt o Re g i on al  
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De ve lo p me n t  B u r ea u,  M i ni st er  o f 

La nd , I nf r a st r u ct ur e,  Tr an sp o r t 

an d To u ri s m  

(2 ) Cl as si f ic at io n  of  t he  se rv ic e  to  

be  p ro d uc ed  :  4 1,  4 2  

(3 ) Su bj ec t  m at te r  of  t he  co nt ra c t：

PF I- ba s ed  d es i g n,  c on s tr uc ti o n  a nd  

ma in te n an c e  o f  th e De v el op me n t  o f 

Ro ad  L i gh t i ng  F ac il it i es  u nd e r  t he  

Ju ri sd i ct i o n o f  t he  S o bu  N at i o na l 

Hi gh wa y  O f f ic e（O+B TO - sc he me） 

(4 ) Ti me -l i mi t fo r  th e su b mi ss io n  of  

ap pl ic a ti o n  f o r ms  a nd  re le va n t  

do cu me n ts  f or  t he  q ua l if ic at i o n : 

３:00  P . M.  1 8 S ep te mb e r 20 26  

(5 ) Ti me -l i mi t fo r  th e su b mi ss io n  of  

te nd er s  :  1 2：00 P. M.  （noo n） 4 

De ce mb e r 20 26  

(6 ) Co nt ac t  p oi nt  f or  t he  pr oj ec t  : 

Co nt ra c t D i vi s i on , Ka n to  R eg i o na l 
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De ve lo p me n t  B u r ea u,  M i ni st ry  o f 

La nd , I nf r a st r u ct ur e,  Tr an sp o r t 

an d To u ri s m  S a i ta ma  s h in to sh i n  

Na ti on a l G o ve r n me nt  B u il di ng  

To we r-２ ２-１, Sh in to s hi n,  C h u ou  

Wa rd , S ai t a ma  C it y,  S a it am a 

Pr ef ec t ur e  33 0－972 4 J ap an  T E L 04 8

－601－31 51（ex2 52 5） 


